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1．問題意識と研究目的

1.1 問題意識

情報通信技術の革新や業際規制緩和の進展

は，わが国の地方銀行の経営戦略の自由度を高

めて顧客ニーズに即した多様な商品・サービス

の提供を可能にした。特に，日本版金融ビッグ

バンによる抜本的な規制緩和の推進は地方銀行

による証券や保険等の新規業務への進出を可能

にして業態の垣根を超えた幅広い金融商品のワ

ンストップショッピングが進展している。

また，近年の情報通信技術の急速な発展は経

済のグローバル化や消費者および企業の活動様

式の変化と相まって，FinTech（フィンテッ

ク）１の例にみられるように決済サービスの分

野をはじめとする金融取引の構造的変化や新た

なビジネスモデルの創出に向けた取り組みを促

している。

わが国地方銀行の組織デザイン化戦略にみる環境適応行動
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2014 年来の金融審議会においても決済業務

等の高度化等の問題が金融グループの IT 戦略

ひいては金融グループ全体の経営戦略の問題と

密接不可分であることが認識され，主に情報通

信技術の活用や業際規制緩和の観点から持株会

社の経営管理やガバナンスのあり方，金融グル

ープの新規業務の取り扱いなどについて検討さ

れた（金融審議会，2015）。

一方，『日本再興戦略』は，地方経済の活性

化なくしてわが国経済の成長もないとの基本認

識の下，地方創生を重要な政策課題として位置

付け，とりわけ地域における多彩な情報や人材

を有し，その主要な担い手である地方銀行に対

して，中堅・中小企業等の収益力向上や事業再

編等の積極的な経営支援を通じて地域経済の活

性化に貢献することを期待している２（内閣官

房 日本経済再生総合事務局，2015）。

銀行業務は経営環境の変化に伴い「常に変遷

し，複雑」（Freixas & Rocher, 1997）であり，

わが国の地方銀行は自らの役割を果たすことを

通じて地域の顧客から選ばれるため，インター

ネットバンキング等の新たなチャネルの導入を

はじめ，証券や保険などの新規業務に取り組ん

できた。

情報通信技術や業際規制緩和の進展等に伴

い，経営環境の不確実性が今後より一層拡大す

ることが予想される中，わが国の地方銀行は自

らの役割を果たし地域で生き残るため，それぞ

れの経営方針に基づき持続的な環境適応を図っ

ていかなければならない。

したがって，本稿では，わが国経済の再生に

とって重要な役割が期待される地方銀行が，情

報通信技術や業際規制緩和の進展に伴い今後変

化の度合いを強めて不確実性の拡大が予想され

る経営環境の下，いかなる経営戦略と組織再構

築に取り組むべきか，そして経営環境と戦略や

組織構造との間にいかなる適合関係が存在する

のかといった問題意識を研究の端緒としてい

る。

1.2 研究目的

地方銀行と協同組織金融機関の総称である地

域金融機関の役割やビジネスモデルに関する先

行研究として，村本（1994，2004，2005）や

家森（2004），滝川（2006，2007）等があり，

海外では Berger & Udell（1995）や Boot

（2000）等米国を中心に多数の先行研究があ

る。

また，情報通信技術の進展がわが国の銀行に

与える影響について分析した筒井（1988）や，

米国の商業銀行への影響を考察した Brand &

Duke（1982），Prasad & Harker（1997），

Hunter & Lafkas（1998），リレーションシッ

プバンキングや経営戦略に与える影響に関する

村本（2005）などがある。さらに，金融自由

化や業際規制緩和の問題等を論じた蝋山（1989，

1998），制度面の議論を整理した村本（2004），

金融制度と組織の側面からポストバブルの金融

システムを分析した藤原（2006）などの研究

がある。

一方，銀行の経営戦略等マクロの観点から理

論的に分析したものとして，海外では Bryan

（1988, 1991）や Rogers（1992）等があるも

のの，わが国では経営環境の変化に対する戦略

適応に関する鹿児嶋（1992）や日米の大手銀

行を組織の環境適応の観点から考察した久原

（1997，2000）に限られる。

元来，銀行業は国民経済のインフラストラク

チャーであるため，金融当局主導の業際規制緩

和の実施により業務範囲が決定されてきた。新

規業務参入の認可といった経営の根幹に関わる

重大な経営環境の変化に対して，これまでわが

国の地方銀行は規制緩和を後追いする形で新規

業務参入に関する戦略の策定や組織再構築等に

取り組んできたのである。

このような環境と組織との間の適合関係を組

織の環境適応の問題として捉えた先行研究とし

て，Woodward（1958, 1965）等に端を発し，

Lawrence & Lorsch（1967）から Galbraith

（1971, 1972, 1973, 1977）へと発展した「組織
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の環境適応理論（Contingency Theory）」が

ある。

当該理論は最適な組織構造は環境の状況に依

存するといった命題を基に，①不確実性の観点

から環境を概念化することで環境を把握する枠

組みを構築するとともに（e.g., Duncan, 1972），

②環境と組織を媒介する技術と組織構造の関連

性の確認（Hickson et al., 1969; Perrow, 1967;

Woodward, 1965）や，③分化した各部門間の

調整のための統合メカニズム等の組織過程の研

究（Lawrence & Lorsch, 1967），④課業の不確

実性への対処の問題に対する，情報処理システ

ムの観点からの考察による組織デザイン化戦略

の提示（Galbraith, 1973; Thompson, 1967）

へと展開してきた。

その一方で，環境という所与の状況要因に対

していかなる組織構造が適合するのかといった

環境決定論的な適合関係が重視されて，環境と

組織との間に介在する戦略的選択の視点を欠く

といった批判（e.g., Child, 1977）から，①環

境と組織を媒介する戦略に関する戦略論（e.g.,

Ansoff, 1979; Stopford & Wells, 1972），②組

織に合わせて環境を変える環境操作戦略につい

ての組織間関係論（e.g., Evan, 1966; Pfeffer

& Salancik, 1978），③成熟した組織ではなく

組織の生成に焦点を当てて考察する組織化理論

（e.g., Hall, 1981; Weick, 1969, 1979），④組織

内の異なる利害を有する人の政治的行動やパワ

ーを対象としたパワー論（e.g., Pfeffer, 1978）

などの研究が蓄積されてきた。

しかしながら，Galbraith のモデルは，ある

時点での課業の不確実性と組織構造との間の適

合状況を継時的に調べることで動態的な組織構

造の変化を明らかにすることが可能である（岸

田，2006）ことから，企業経営の根幹を成す

業務範囲が当局主導の業際規制緩和によって決

定されるわが国の地方銀行の組織再構築の分析

にとって有用であると考える。

そこで本稿では，最初に，①先行研究を踏ま

えつつわが国の地方銀行が果たすべき役割につ

いて考察し，②外部経営環境の変化に伴い不確

実性が高まる中，わが国の地方銀行が自らの役

割を果たすため，いかに組織の再構築に取り組

み環境の変化に適応してきたのかについて，組

織の環境適応理論の Galbraithのモデルを用い

て環境と組織の適合関係に焦点を当てながら事

例分析を行う。

とりわけ本研究では，地方銀行の環境と組織

構造との間に介在する適合関係を経営者の戦略

の選択の問題に拡張して，①情報通信技術およ

び業際規制緩和の進展といった地方銀行の経営

環境と組織構造との間に適合関係が存在するこ

と，②情報通信技術の活用および新規業務参入

の目的に応じて Galbraithのモデルが提示した

組織デザイン化のための具体的戦略が選択され

ることを仮説として設け，事例研究を通じて経

営環境と戦略，組織構造との間の適合関係につ

いて考察する。

2．先行研究にみる地方銀行の役割

2.1 地域金融機関の機能

わが国の地方銀行に関連する概念を初めて提

示したものとして，金融制度調査会・金融制度

第一委員会中間報告があげられる（金融制度調

査会・金融制度第一委員会，1990）。

金融の自由化や国際化が進展し，金融環境が

大きく変化する中で，金融制度調査会を中心に

新しい環境に即したわが国の金融制度のあり方

が検討されることとなり，特に中小企業や個人

を対象とする地域金融に焦点を当てた当該報告

書がまとめられたのである。

報告書は，地方銀行と第二地方銀行協会加盟

行の普通銀行および信用金庫，信用組合，労働

金庫，農林系統金融機関の４つの業態からなる

協同組織金融機関の総称であるとして，地域金

融機関の概念を初めて整理し，「一定の地域を

主たる営業基盤として，主として地域の住民，

地元企業および地方公共団体等に対して金融サ

ービスを提供する金融機関で，その地域を離れ

ては営業が成り立たない，いわば地域と運命共
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同体的な関係にある金融機関や効率性，収益性

をある程度犠牲にしても地域住民等のニーズに

応ずる性格を有する金融機関」であると提示し

た。

そのうえで，報告書は地域金融機関が「主に

個人や零細中小企業を対象として，地域の住民

等の種々の金融ニーズにきめ細かに対応するリ

テール中心の機能および地域開発プロジェクト

に参画し地域開発に貢献する機能」を有し，

「地域の資金を地域に還元し，あるいは外部の

資金を導入して地域に投入する役割」を果たし

ているとして，その活動を積極的に評価した。

このような地域金融機関の主な機能であるリ

テール・バンキングについて，村本（1994）は

「主に個人や零細中小企業を対象として小口の

預貸業務等を行うもの」であり，Leland& Pyle

（1977）や Diamond（1984, 1991）等の情報理

論に依拠した先行研究が論じた，「情報の不完

全性・非対称性の下での金融仲介機関としての

情報生産機能が真に発揮される分野である」と

指摘している。

さらに，村本（2004）は地域金融機関の概

念を制度論の観点から整理し，「地域との運命

共同体的な関係」や「効率性や収益性をある程

度犠牲にしても地域住民等のニーズに応ずる性

格を有する」点は「地域密着といわれるような

人縁や地縁といったノウハウによって支えられ

た機能である」と指摘しており，家森（2004）

もまた，「地域金融機関は特定の地域と運命共

同体的な関係に基づき中小零細企業や生活者，

地方公共団体との取引を対象とする地域金融に

特化している」と説明している。

すなわち，わが国の地方銀行は「地縁」や

「人縁」などの地域社会との濃密な相互依存関

係を構築しつつ，主な取引先である地元の個人，

中小企業事業者等への金融サービスの提供や地

域金融の円滑化を通じて，地場産業や地元商工

業の発展を支えるといった地域に密着したリテ

ール中心の機能を果たすことを主な役割として

いるのである。

2.2 リレーションシップバンキング

このような地域密着型金融３の機能について

は，金融審議会金融分科会第二部会の報告にお

いて初めて示された（金融審議会金融分科会第

二部会，2003）。報告書は「リレーションシッ

プバンキングにおいて，貸し手は長期的に継続

する関係に基づき借り手の経営能力や事業の成

長性など定量化が困難な信用情報を蓄積するこ

とが可能」であり，事業の成長性等を評価する

うえで重要となる「ソフト情報の獲得」といっ

たリレーションシップバンキングの本質的な機

能を提示した。

すなわち，リレーションシップバンキングは，

貸し手と借り手との間の長期継続的な相対取引

を通じて得られた取引先企業に関する財務諸表

のようなハード情報に加えて，経営者の人柄や

経営能力，知的資産，事業の成長性等の数量化

されず外部からは入手しにくいソフト情報を活

用した貸出のことで，中小企業金融を典型とす

るものである。

地域金融機関に求められる役割やその存在意

義について論じた村本（2005）は，当該報告

が「リレーションシップバンキングが地域金融

機関のビジネスモデルであるとの理解を示しつ

つ，地域再生や企業再生を通じて地域経済の活

性化を図るべく，地域金融機関のビジネスモデ

ルであるリレーションシップバンキングの機能

強化を目指す内容であった」として，「企業金

融における金融機関の役割を理論的に解明した

点で高く評価されている」と論じている。

リレーションシップバンキングについては，

これまで Petersen & Rajan（1993）や Boot &

Thakor（ 1994），Berger & Udell（ 1995，

2002），Boot（2000），Stein（2002）など，米

国を中心に数多くの先行研究が蓄積されてきて

おり，①銀行が借り手に関する私的情報を低コ

ストで獲得できるようになるため，短期貸出の

実行やモニタリングの実施に際してのコスト優

位性を銀行にもたらす一方で，②企業が経営危

機に直面した際に，銀行との貸出契約について
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の再交渉が容易である場合には，借り手企業は

十分な経営努力を行わないといったモラルハザ

ードの問題や，③リレーションシップ貸出が銀

行に情報の独占をもたらし，高い金利や担保の

徴求等の借り手にとって不利な条件での借入を

強いるといった問題が存在すること，④リレー

ションシップの期間が貸出金利や担保徴求とい

った貸出条件や借入利用可能性に影響を及ぼす

こと，⑤貸出市場における競争の拡大が長期の

リレーションシップに基づく利益を損なうこ

と，⑥取引主体の交渉力が効率的な資源配分を

損なうこと，⑦規模の小さな金融機関ほど現場

の融資担当者が借り手やその関係者に近接して

ソフト情報を収集していること，⑧ソフト情報

を与信審査業務に適切に活用するためには階層

的組織よりも分権的組織が望ましいことなどが

主な論点となっている。

また，わが国においても中小企業金融におけ

るリレーションシップバンキングについて，そ

の有効性を検討した村本（2005）や経済理論

を体系的に整理した滝川（2007），日本の実態

の観点から考察した筒井・植村（2007）など

がある。

以上のような地域金融機関の定義や期待され

る役割，ビジネスモデルについては，金融庁の

「金融モニタリング基本方針（平成 26 事務年

度）」において確認することができる（金融庁，

2014）。

すなわち，地域金融機関は「中小企業や個人

を主要な顧客基盤として特定の地域に密着した

営業展開を行い，地域密着型金融をビジネスモ

デルとしており」，その役割については「地域

の経済・産業の現状や課題を適切に認識・分析

し，その結果を活用することによって様々なラ

イフステージにある企業の事業内容や成長可能

性等を適切に評価（「事業性評価」）したうえで

解決策を検討・提案し，必要な支援等を行い地

域経済の活性化に貢献していくこと」であると

示されている。

3．研究の方法

3.1 事例分析の理論的枠組み

情報通信技術や業際規制緩和などの経営環境

は常に変化しており，わが国の地方銀行が自ら

の役割を果たすために組織が有効的４であり続

けるためには，タスクの活動状況や組織構造の

不断の調整を通じて環境適応を図ることが必要

である。

なぜなら，組織を，課業を遂行する人々とそ

れらの人々の間の関係である「社会システム」

と，課業の遂行に必要な道具や技法，知識であ

る「技術システム」の両者の組織化された全体

であると定義すると，組織はその有効性を高め

て存続し続けるために，市場や技術などの外部

環境との相互作用を通じて常にその構造を環境

に適合させるオープンシステム５の側面を有し

ているからである。

このような環境と組織との間の適合関係を不

確実性に対する組織の環境適応の問題として捉

え，情報処理の観点から考察したものとして

Galbraith（1971, 1972, 1973, 1977）がある。

彼は，組織の目標を達成するために必要な情報

量と，現実に組織が保有している情報量との間

に格差が存在する場合，それは組織の目標の達

成にとっての不確実性になると指摘した。

もし，ある業務を遂行する前に当該業務の内

容を十分に理解している場合には業務遂行の結

果起こる現象についてあらかじめ予測すること

ができる。しかしながら，そうでない場合には

業務遂行に際してより多くの知識が必要となる

ため，業務への精通度が低いほど予定の成果を

達成するためにより多くの情報量を意思決定者

の間で伝達することを余儀なくされるととも

に，目的達成のために必要な情報を入手しなが

ら意思決定を繰り返すことが必要となる。

このように経営環境の変化に伴い意思決定や

情報伝達の量が増加して組織に対する情報処理

の負荷もまた増大すると，組織目標の達成にと

っての不確実性が拡大するため，低コストで情
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報処理の負荷に対応できる柔軟な組織構造が必

要になるのである６。

彼は不確実性に適応するための組織デザイン

化戦略として，権限階層や規則と手続き，計画

と目標設定等の古典的戦略に加えて，課業の不

確実性がより一層増大する場合に有効な組織デ

ザイン化戦略として，①組織に対する情報処理

の負荷を削減する戦略と，②組織自身が有する

情報処理能力を強化する戦略を提示した（図

１）。

組織に対する情報処理の負荷を削減する戦略

は，情報量の決定要因を削減することであり，

業績の要求水準の低下や多様性の縮小，分業化

が志向される。具体的には，組織間にスラック

資源を生み出すことによる部門間調整の必要性

の軽減，組織のタスクの複数の自己充足的なサ

ブタスクへの分割による組織活動間の相互依存

関係の限定などの戦略からなり，その典型は事

業部制組織である（図１の C－１の部分）。

また，組織の情報処理能力を強化する戦略は，

公式の階層的な情報処理プロセスに投資すると

ともに，水平的な意思決定プロセスを導入する

ことである。具体的には，経営情報システムを

活用した組織階層間の垂直的な情報伝達経路の

強化に加え，プロジェクトチームやマトリクス

組織を活用した部門間の組織横断的な情報処理

能力の強化等により水平的関係を強化する戦略

からなる（図１の C－２の部分）。

特に，競合の激化等により新商品の導入や品

揃え拡大の圧力が高まり，商品に関する情報伝

達や意思決定の量が増大するなど，課業の不確

実性がきわめて高い場合には，職能別か商品別

かといったどちらか一方の選択ではなく，水平

的な関係を通じた柔軟な組織構造，とりわけそ

の最終的形態としてのマトリクス型の組織構造

が有効であると指摘している。

3.2 事例分析の対象と手順

本研究では，わが国経済の再生にとって不可

欠である地方創生の主な担い手である地方銀行

を事例分析の対象とする。なお，地方銀行各行

のガバナンス構造への影響を排除する観点か

ら，分析対象期間中に統合や合併を行った地方

銀行および非上場（分析対象期間中のある時点

においてのみ非上場である場合も含む）の地方

銀行については分析対象から除外した。この結

果，本研究の分析対象銀行の数は，一般社団法

人全国地方銀行協会加盟の地方銀行全 64 行中

出所： Galbraith（1972, 1973, 1977）をもとに筆者作成。

図１　組織デザイン化戦略
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51 行となった７。

また，分析対象期間については，情報通信技

術および規制緩和が大きく進展した 1980 年代

以降 2000 年代までとし，この間のわが国の地

方銀行の組織構造の継時的変化の様態を分析す

る。具体的には，1989 年を起点として，1999

年，2009 年の各地方銀行の各年度の「ディス

クロージャー誌」に記載された組織図を基本情

報としつつ，その他の商品・サービスや各種コ

ンサルティング活動などの経営活動全般に関す

る説明についても参考情報として捕捉的に用い

ることとした。

これまで，銀行の組織構造に焦点を当てた先

行研究としては，久原（1997，2000）が，大

手銀行の機能別および事業部制のそれぞれの組

織を整理したうえで，1970 年代までのわが国

の大手銀行の組織形態が機能別組織であったの

に対し，1980 年代に入って，その多くが事業

部制組織を導入し，バブル期の行き過ぎた収益

第一主義や審査機能の弱体化を招いて貸出金の

質の低下をもたらしたことを指摘している。ま

た，藤原（2006）も大手銀行の事業部制組織

が審査部のチェック機能を弱めて不良債権を生

じさせたとの仮説に基づき，本部組織における

審査部の独立性と不良債権比率との関係につい

て分析を行っている。

これに対して本稿では，Galbraith のモデル

における，①組織に対する情報処理の負荷を削

減する戦略と，②組織自身が有する情報処理能

力を強化する戦略の双方の観点から，地方銀行

各行の経営環境の変化に対する適応行動として

の組織再構築の過程について，審査部等の特定

の機能組織に限定せず，網羅的かつ継時的な本

部組織構造の変化について分析を行う。

具体的には，最初に，①久原（1997，2000）

がわが国の大手銀行の組織図について提示した

機能別および事業部制の各組織構造モデルにな

らい，わが国の地方銀行における５つの基本的

業務機能である「営業」，「審査」，「管理」，「事

務・システム」，「有価証券」の観点から地方銀

行のモデル組織図を作成する。そのうえで，②

Galbraith の組織デザイン戦略の各目的（図１

の C －１および C －２）に照らし合わせなが

ら，各組織が担う業務機能が自己完結的に遂行

される独立した組織を捕捉し，地方銀行各行の

動態的な組織構造の変化の様態を明らかにする

（図２）。

なお，地方銀行各行の組織構造の認識に際し

ては，各行の組織図に共通して示されている組

織階層構造上の最上位に位置付けられた「本部」

および「部」あるいはそれに準じた「室」，「セ

ンター」，「所」を該当組織として捕捉するもの

とし，階層構造上当該組織よりも下位に位置づ

けられ，「部」内に包含されて一部門としての

役割を担う「課」や「担当」，「チーム」などの

ユニットは除外することとした。

加えて，本研究では組織構造の継時的変化の

パターンの分析に際して，その特徴を浮き彫り

にしながら類型化するため，モデル組織図に基

づき，企画部や人事部，総務部，検査部などの

管理業務を担う本部組織については「管理部門」

として一括りにしたうえで簡略記述した。また，

地方銀行の関連会社については，本研究の主要

テーマである業際規制緩和の観点から，本研究

の分析対象期間中に当局によって新たに設立が

認可されることとなった証券子会社のみを分析

対象とした。

4．事例分析の結果：仮説検証

4.1 経営環境の変化の実態

4.1.1 情報通信技術の進展

金融機関におけるコンピュータは，1950 年

代後半以降，高度成長期の大衆化路線に伴い事

務量が急増したため，機械化・効率化の必要性

から，単一目的によるバッチ処理を主な利用目

的として導入されるようになった。

この時期の情報通信技術は，半導体技術の進

歩に伴い集積回路（IC: Integrated Circuit）

が製造されるようになり，コンピュータの素子

がトランジスタから IC の利用に移行した第３
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世代コンピュータおよびデータ伝送等の時代で

あった。1960年代に金融業界でスタートした第

１次オンラインシステムの開発においては，当

該技術の活用により主に金融機関内の単科目の

電算処理や銀行間オンライン CDの連携が実現

した（金融情報システムセンター編，2015；

折谷，1991）。

その後，ICの高密度化によって LSI（Large

Scale Integration）を用いた第 3.5 世代コン

ピュータが開発されたため，処理速度の大幅な

高速化に加えて小型化も進展した。1970 年代

後半からの第２次オンラインシステムでは，パ

ケット通信等の通信技術の進化も相まって，金

融機関内の主要勘定の連動処理や金融機関相互

のネットワーク化が取り組まれ，ATM の導入

によって銀行間ネットワークの利用が大幅に拡

大した（金融情報システムセンター編，2015）。

加えて，従来の科目別のファイル体系から顧

客別体系への進化や，顧客データベースに基づ

く営業支援システムの開発，大蔵省の「機械化

通達」に基づく顧客とのコンピュータ接続の実

現によって，資金移動等の金融取引関連情報を

出所：久原（1997，2000）にならい，東証一部上場の地方銀行 51行の各年度の各行のディスクロージャー誌に
記載の組織図に基づき筆者作成。

図２　わが国の地方銀行の本部組織の変遷
～機能別組織から事業部制組織へ～
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通信回線経由でやりとりするエレクトロニック

バンキングが開発されるようになった（浜田，

1991；金融情報システムセンター編，2015；

折谷，1991）。

また，1990 年頃に始まる第３次オンライン

システムの開発では，超 LSI（Very Large

Scale Integration）を搭載した第４世代のコ

ンピュータや，ISDN（Integrated Services

Digital Network ：サービス総合デジタル網）

を利用し，従来の事務処理の合理化に加え，業

務分野の拡大に伴う新たな商品・サービスの提

供や収益・リスク管理などの新たな機能が拡張

されることとなった（金融情報システムセンタ

ー編，2015；折谷，1991）。

さらに，それに続くポスト３次オンラインシ

ステムでは，次世代コンピュータの開発により，

小型コンピュータの処理速度や安定性がより一

層向上するとともに，インターネット等のネッ

トワーク技術が進展したことを背景として，イ

ンターネットバンキングなどの新たな顧客チャ

ネルが開発された（金融情報システムセンター

編，2015）。

近年の人工知能やブロックチェーン等の新た

な技術の登場は，金融業界への異業種からの参

入を促し，既存のビジネスモデルにはみられな

い新たな高付加価値サービスを創出する契機と

なることが期待されている。

4.1.2 業際規制緩和の進展

従来，わが国では金融行政の下，大口融資や

店舗配置等の銀行業務に関わる規制が行われて

いたが，1970 年代後半からの国債の大量発行

や日米経済摩擦等に伴う市場開放要求，情報通

信技術の急速な発展等を契機として，金融自由

化が進展することとなった。

とりわけ 1990 年代に始まる業際規制緩和の

拡大は，業態の垣根を段階的に撤廃させること

となって地方銀行の取扱商品・サービスを拡充

させたのみならず，証券や保険などの新たな業

務分野への参入を可能にし，預金や貸出，為替

取引を中心とした伝統的な銀行業務からの脱皮

を促すこととなった。

具体的には，1980 年代半ばには銀行による

公共債の窓販やディーリングが可能となり，

1993 年には銀行業，証券業，信託業について

の子会社形態による相互参入が認められるよう

になった。次いで，1990 年代後半にスタート

した日本版金融ビッグバン８においては，抜本

的な金融制度改革が実施され，銀行業，保険業，

証券業の各分野への相互参入が促進された。

1998年 12月に銀行自身による投資信託の窓販

が解禁されたのに続いて，2001 年４月に損害

保険商品の窓販が，また 2002 年 10 月には個

人年金保険などの生命保険商品の窓販が解禁さ

れる一方で，2000 年 2 月に銀行本体による信

託業務の取り扱いが認められた（e.g., 細田，

1998；西村，2011）。

また，1998 年 3 月の金融持株会社の解禁は，

持株会社傘下の銀行や証券，保険会社等の多角

化された子会社を金融グループとして一体的に

運営することによってグループ収益のさらなる

拡大を目指すといった経営戦略上の新たな選択

肢をわが国の地方銀行にもたらすこととなっ

た。

金融制度改革についてリテール・バンキング

の観点から分析した村本（1994）は，金融自

由化が競争促進的状況を誘発し競争の激化とリ

スクの増大をもたらすため，金融機関は多角経

営に取り組み，範囲の経済９を追求することが

必要になるとともに，業務規制の撤廃・緩和等

の金融制度改革は当然の帰結であると論じてい

る。これまで銀行業における範囲の経済や規模

の経済については多くの研究が行われており，

粕谷（1986）がわが国の都市銀行ならびに地

方銀行における複数財生産による範囲の経済を

確認している。

以上のような業際規制緩和の進展は，従来地

方銀行が取り扱うことのできなかった業務への

参入による多角化を通じてより一層の収益の向

上を目指す機会をもたらしたが，その一方で，
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従来経験のなかった未知の業務への参入に際し

て，新規業務を円滑に遂行するうえで必要とな

るスキルを有した人材やシステム，業務運営の

ためのノウハウなどといったソフトおよびハー

ドの両面での新たな経営資源の確保を地方銀行

に迫ることとなった。

4.2 経営環境の変化への対応の実態

4.2.1 情報通信技術の活用

わが国の地方銀行は，進化する情報通信技術

の活用を通じて，1980 年代以降，営業店の後

方事務を事務センターに集中化し，店舗内事務

をスリム化しつつ店舗を営業拠点機能に特化さ

せた（表１）。その一方で，現金の入出金や振

り込み，残高照会などの画一的な商品・サービ

スの提供については，1970年代に CDや ATM

を導入したのを皮切りに，1980 年代のコール

センターや 1990 年代のテレフォンバンキン

グ，さらに 1990 年代後半から 2000 年代に入

ってからはインターネットバンキングなどの多

様なチャネルを開発することで顧客利便性の向

上を図りつつコスト削減を実現した。

例えば，スルガ銀行は 1999 年に国内銀行初

のオンライン専業支店として「ドリームダイレ

クト支店」を開設し，顧客が場所と時間を問わ

ずに現金の入出金や振り込み，残高照会などの

基本的な銀行サービスを利用できるダイレクト

チャネルを導入したが（スルガ銀行 HP），こ

のような取り組みは，2000 年代に入ってから

全国の地方銀行に拡大した。

情報通信技術の進展がわが国の銀行業に与え

る影響について考察した筒井（1988）が，①

決済関連業務を中心に情報通信技術が導入され

ていること，②労働節約的な技術が導入されて

いることを，また粕谷（1989,1993）や大森・

中島（1999）も技術進歩に伴う決済関連業務

の機械化・オンラインネットワーク化等が費用

逓減的な規模の経済効果を有する点を指摘して

おり，わが国の地方銀行が情報通信技術を活用

するねらいや実態と整合的である。

加えて，全ての営業店が様々な属性を有する

顧客に対して画一的にフルバンキング業務を行

うことに伴う非効率性を改善しつつ，営業機能

を強化するため，各店舗が立地する市場や顧客

特性に応じて顧客ニーズにきめ細かく対応する

ことが可能な店質別の営業体制を再構築した。

具体的には，個人向けローンの自動審査シス

テムや中小企業向け貸出等に際しての融資稟

議・審査支援システム，不動産担保評価・管理

システム等の業務支援系のシステムの進展を背

景として，個人金融部門を担当する店舗と法人

金融部門を担当する店舗に役割を分離し，各店

舗の役割に応じたスキルを有する人材の配置や

システムの活用によって，「機能別の営業体制」

を再構築した。

例えば，1980 年代末には初期の機能別組織

形態として，全国の地方銀行が住宅ローンなど

の個人金融業務を専門に取り扱うローンセンタ

ーや個人金融部等を，営業推進部や融資部など

の組織から独立させている（表１）。

また，大手地方銀行を中心に，個人向けの資

産形成アドバイス業務や，法人取引先の経営課

題の解決に向けた各種コンサルティング営業な

ど，顧客属性に応じたよりきめ細かい営業を展

開することを目的として，1990 年代から 2000

年代にかけて従来の営業関連組織を法人向けの

営業担当と個人向けの営業担当の各組織に分割

し分業化を図る取り組みが相次いだ（表１）。

例えば，横浜銀行は従来のフルバンキング店

舗に加えて，主に個人向け営業に特化した小規

模店舗を設ける 10一方で，中小企業向け営業

に特化したビジネスローンプラザなどの特化型

店舗を設置した（横浜銀行，2011）。

以上のようなコスト削減や事務効率化を目指

した事務処理のセンター集中化や多様なチャネ

ルの導入は，特定業務への特化を通じて分業化

を図り業務内容の多様性を縮小しており，組織

に対する情報処理の負荷を削減する戦略（図１

の C－１の部分）である。

また，営業組織を法人および個人に特化させ
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表１ 地方銀行の組織再構築の様態

出所：分析対象期間中に統合や合併を行っていない証券取引所上場地方銀行 51行の各年度
の各行のディスクロージャー誌に記載されている組織図に基づき筆者作成。

備考：網掛けは，①事務集中部門，②個人ローン部門，③法人・個人営業部門，④事業部制，
⑤地区・ブロック，⑥システム共同化，⑦証券子会社の各組織に該当することを著す。

① 銀行名 

北海道銀行 

青森銀行 

岩手銀行 

七十七銀行 

秋田銀行 

山形銀行 

東邦銀行 

常陽銀行 

足利銀行 

群馬銀行 

武蔵野銀行 

千葉銀行 

千葉興業銀行 

東京都民銀行 

横浜銀行 

第四銀行 

北越銀行 

山梨中央銀行 

八十二銀行 

北陸銀行 

北國銀行 

福井銀行 

大垣共立銀行 

十六銀行 

静岡銀行 

スルガ銀行 

清水銀行 

百五銀行 

滋賀銀行 

京都銀行 

南都銀行 

紀陽銀行 

山陰合同銀行 

中国銀行 

広島銀行 

山口銀行 

阿波銀行 

百十四銀行 

伊予銀行 

四国銀行 

福岡銀行 

西日本シティ銀行 

佐賀銀行 

十八銀行 

親和銀行 

肥後銀行 

大分銀行 

宮崎銀行 

鹿児島銀行 

琉球銀行 

沖縄銀行 

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 
1989年 

96 61 14 43 12
51
49

51 51 51 51 51 51
78 67 24 29 18
51 51 51 51 51 51 51

78 68 35 29 37 47 20
51 51 51 51 51 51 51

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 
1999年 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 
2009年 

該当銀行数 ａ 
分析対象銀行数 ｂ 
ａ／ｂ（％） 

31 7 22 40 34 12 15 40 32 18 15 19 24 1096
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た機能別組織の再構築は，営業組織を顧客の特

性に応じて法人営業および個人営業の各々の業

務機能に特化させて分業化を図り，複数の自己

充足的なサブタスクに分割することによって組

織活動間の相互依存関係を限定しており，組織

に対する情報処理の負荷を削減する戦略（図１

の C－１の部分）である。

一方，2000 年代に入ると，肥大化する勘定

系や情報系システムの運用・開発コストの削減

と運用・開発力の強化を目的として，複数の地

方銀行が共同でシステムベンダーと合弁会社を

設立したうえで基幹系の共同版システムを構築

する動きが相次いだ（表１）。

システム共同化の事例として，システムの運

用・管理のアウトソーシング先が日本 IBM で

八十二銀行等が参加する「じゅうだん会共同版

システム」（2002 年３月共同システム稼働）

や，NTT データ陣営で京都銀行等が参加する

「NTT データ地銀共同センター」（2004 年１月

共同システム稼働）等がある。

これらの取り組みは，合弁会社によるシステ

ムの共同運営を通じて銀行とシステム会社との

間の組織横断的な連携体制を構築し，互いが有

するシステム開発や運営に関する専門的なノウ

ハウを共有することによって，銀行自前でのシ

ステム運営に伴う１行当たりのコストを削減し

つつ，システム運営に関する高度な専門性の確

保を目指しており，組織の情報処理能力を強化

する戦略である（図１の C－２の部分）。

折谷（1991）は，情報通信技術の金融業へ

の応用の過程について，①労働集約的な事務処

理の機械化によるコスト削減，②取引コストの

削減や金融技術の発展による業務領域の拡大，

③リスクや収益管理等の経営判断業務への応用

といった３段階で整理したうえで，金融業務の

様々な分野において情報通信技術が活用されて

金融の装置産業化が進展するのに伴い，情報シ

ステム戦略に加えて，規模や業務領域の拡大戦

略がより一層重要性を増すことを指摘してい

る。

4.2.2 新規業務への参入

1980 年代以前の護送船団方式の金融行政の

時代においては，金利体系や業務範囲が業態別

に規制されており，地方銀行を取り巻く経営環

境の不透明性は小さかった。

このような経営環境の下で，銀行の全ての営

業店は，預金や貸出金，為替業務等の比較的限

られた全ての業務を自己完結的に行う，いわゆ

るフルバンキング型の有人店舗を擁する営業体

制であり，本部組織も地方銀行の基本的業務で

ある「営業」，「審査」，「管理」，「事務・システ

ム」，「有価証券」の各部門からなる「機能別組

織」であった（図１の Tの部分）。

その後，1980 年代の金融当局主導による金

融自由化や 1990 年代の業際規制緩和が進展す

るのに伴い，新規業務への参入が可能となって

商品・サービスの内容が拡充する一方で，異業

種からの参入も活発化し，わが国の地方銀行を

取り巻く経営環境は不透明性を拡大させること

となった。

例えば，1980 年代に始まる公共債のディー

リングや 1990 年代末以降の投資信託や生命・

損害保険，外貨預金などの投資型リスク商品の

窓販などの新規業務は，必要となる戦力やノウ

ハウが従来の銀行業務とは異なるため，各々の

地方銀行は情報通信技術を活用しつつ新規業務

に対応し得る専門能力を有する法人および個人

向けのそれぞれの機能に特化した機能別組織の

導入や，営業部門を中心に事業部制組織への再

構築を行った。

さらに，1980 年代の大手地方銀行を皮切り

に，特に 2000 年代に入ってからは，競合激化

や規制緩和に伴う不確実性の拡大に加え金融庁

のリレバン行政も相まって，全国の地方銀行は

より一層の地域密着型金融の推進に向けて地域

別の営業体制を整備した。

例えば，横浜銀行や百十四銀行，滋賀銀行な

どは，地場産業の集積度合や地域の産業構造あ

るいは地域住民の年齢構成等各地域の市場特性

に応じたよりきめ細かな営業活動を展開するた
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め，営業地盤を複数のブロックに編成したうえ

で各ブロック長に一定の融資権限や人事権を付

与し，法人および個人向けに特化した機能別の

組織と地域別の組織とからなる顧客ニーズに機

動的に即応可能なマトリクス組織を構築した

（表１）。

以上のような機能別と地域ブロック別の組織

から構成されるマトリクス組織は，商品・サー

ビスに関する情報伝達や意思決定の量が増大す

るなど，課業の不確実性が極めて高い場合に有

効であると Galbraithが指摘した水平的な関係

を通じた柔軟な組織構造であり，組織の情報処

理能力を強化する戦略である（図１の C －２

の部分）。

また，大手地方銀行の間で証券子会社を設立

する動きが相次ぎ，銀証連携による営業シナジ

ーの追求が図られるようになった（表１）。例

えば，静岡銀行は 2000 年 12 月に東京三菱銀

行（現三菱東京 UFJ 銀行）等と共同出資のう

え「静銀ティーエム証券」を設立し，全ての店

舗を静岡銀行との共同店舗として運営を行うと

ともに，静岡銀行の店舗を証券仲介窓口として

金融のワンストップサービスの提供を行ってい

る。この他，八十二銀行（地方銀行では初めて

2006 年４月に地場証券のアルプス証券を完全

子会社化し，翌年９月に八十二証券に社名変更）

や千葉銀行（ちばぎん証券（旧中央証券）を

2011 年 10 月に完全子会社化），福岡銀行（ふ

くおか証券（旧前田証券）を 2012 年４月に完

全子会社化）などもグループの証券子会社と連

携して銀行業務と証券業務を店舗内の同一フロ

アで行うワンストップショッピング型の共同店

舗の運営に取り組んでいる。

さらに，2007 年にはわが国の地方銀行が証

券会社と共同出資のうえ証券子会社を設立した

初めてのケースとして，山口フィナンシャルグ

ループが東海東京証券と提携してワイエム証券

を設立した。その後，同様の形態により 2008

年に設立された浜銀 TT 証券（横浜銀行と東海

東京証券との合弁）や，2010 年の西日本 TT

証券（西日本シティ銀行と東海東京証券との合

弁）などのケースにおいては，人材教育や商品

の品揃え，証券システムや事務処理等のバック

オフィス業務などの分野で双方の親会社が有す

る経営資源の有効活用を図り，業務運営上のシ

ナジー効果の追求が図られている。

このようなシナジー効果の追求を目指した銀

証連携の事例は，銀行と証券子会社との間の水

平的関係を創造することによって互いの経営資

源の有効活用を図り，単体では成し得ない経営

のシナジー効果の実現が目指されており，組織

の情報処理能力を強化する戦略である（図１の

C－２の部分）。

以上のようなわが国の地方銀行による経営環

境の変化に対する適応行動としての組織再構築

の取り組みを「表１」に基づき類型化すると，

久原（1997,2000）や藤原（2006）がわが国の

大手銀行の組織構造について，1970 年代まで

の機能別組織から 1980 年代以降，その大部分

が事業部制組織に移行したことを指摘している

のに対し，わが国の地方銀行においては，①

1980 年代以降も過半数の地方銀行で機能別組

織が堅持されてきた一方で，② 1980 年代に入

ってからは半数弱の地方銀行で事業部制組織が

採用され，機能別組織に次ぐサブ組織となった

こと，③ 2000 年代には地域密着型金融に注力

する多くの地方銀行でマトリクス組織が導入さ

れたといった組織構造の動態的変化の特徴を確

認することができた（図３および図４）。

5．考察：組織デザイン化戦略の特徴

本研究において，わが国の地方銀行の経営環

境と組織構造との間に介在する適合関係を経営

者の戦略の選択の問題に拡張し，①情報通信技

術および業際規制緩和の進展といった地方銀行

の経営環境と組織構造との間に適合関係が存在

すること，②情報通信技術の活用や新規業務参

入の目的に応じて Galbraithのモデルが提示し

た組織デザイン化のための具体的戦略が選択さ

れてきたことを確認した。
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出所：組織構造については地方銀行各行のディスクロージャー誌をもとに，また経営環境については文中の各出展をもと
に筆者作成。

備考：記号 Tおよび C－１，C－２は，図１の組織デザイン化戦略を，また①，②，③，④は表１の再構築された新たな
組織を指す。

図３　地方銀行の組織構造の継時的変化の類型

第３世代コンピュータ 

　○ＩC (集積回路)を利用 

　○磁気ディスク 

○店舗配置転換規制緩和 

　　　 ○金融機関店舗等の設備投資抑制 

　 ○預金保険法 

　　　 ○銀行の大口融資規制 

○証券業務の自由化 

○銀行法(旧法全面改正) 

○改正外為法　○円の国際化 

◇金利の自由化　⇒ 

　 ◇預金金利の自由化 

 

　 ○プラザ合意 

　　　○ＢＩＳ規制 

◇銀行金利の完全自由化 

 

☆業際規制緩和　⇒ 

　☆銀・証の相互参入 

☆金融制度改革法 

　(子会社方式による相互乗入)

 

 

 

☆金融持株会社解禁 

☆金融ビッグバン 

☆銀行本体での 
　　　投資信託販売解禁 
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出所：組織構造については地方銀行各行のディスクロージャー誌をもとに，また経営環境については文中の各出展をもと
に筆者作成。

備考：記号 Tおよび C－１，C－２は，図１の組織デザイン化戦略を，また⑤，⑥，⑦は表１の再構築された新たな組織
を指す。

図４　地方銀行の組織構造の継時的変化の類型
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先行研究が，わが国の大手銀行の大部分が

1980 年代以降に機能別組織から事業部制組織

に移行したことを指摘しているのに対して，本

研究では，わが国の地方銀行は機能別組織をメ

イン組織として堅持しており，それに次ぐサブ

組織として，一部の地方銀行が経営環境の不確

実性が拡大するのに従って，機能別組織から事

業部制組織に移行した後，2000 年代に入って，

課業の不確実性が極めて高い場合に有効である

と Galbraithが指摘した，水平的な関係を通じ

た柔軟な組織構造，とりわけその最終的形態と

してのマトリクス組織へと段階的に組織構造を

再構築してきたことを確認した。

加えて，環境という所与の状況要因に対して

いかなる組織構造が適合するのかといった環境

決定論的な適合関係が重視されて環境と組織と

の間に介在する戦略的選択の視点を欠くといっ

た当該理論に対する批判が存在することに関し

て，経営環境と組織構造との適合関係に介在す

る戦略の選択の問題をも考察の対象に加えるこ

とにより，経営環境の変化への適応行動として

の経営者による戦略の選択と戦略目的の実現の

ための組織再構築との関係を明らかにした。

具体的には，わが国の地方銀行は，分業化に

より情報処理の負荷を削減するため機能別組織

を構築し，①事務処理のセンター集中化や，②

顧客チャネルの多様化，③法人部門や個人部門

などの特性の異なる市場毎に特化した営業組織

の構築に取り組むとともに，④情報システムの

肥大化に際しては，水平的関係の強化を通じて

情報処理能力を強化するため，システムベンダ

ーとのアライアンスによるシステム運営の効率

化・専門化に取り組んできたことを確認した

（表２）。

また，業際規制緩和に伴い新たに取り扱いが

可能となった証券業務や保険業務等への参入に

際しても，営業部門の分業化を通じて既存組織

に対する情報処理の負荷を削減しつつ高度な専

門性の確保するため，自己充足型組織を機能別

の組織に再編し，⑤公共債ディーリングへの参

表２ 組織デザイン化戦略の特徴

出所：筆者作成。

経営環境 環境適応のための取組事例 

事務処理のセンター集中化 
スケールメリット追求・ 
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顧客利便性の向上とコスト削減 

営業シナジーの追求 

地域ブロック別の営業推進 

リテールバンキング機能の強化 法人営業と個人営業の分業化：情報処理能力の強化 

有価証券部門の分業化：情報処理能力の削減 

営業部門の分業化：情報処理負荷の削減 

銀行システム部門とシステム会社との水平的関係の 
強化によるシステム共同運営：情報処理能力の強化 

銀行営業部門と証券子会社との水平的関係の 

強化による証券関連業務の共同運営： 

情報処理能力の強化 

地域に密着した地域ブロック別と機能別の各組織の 

組み合わせのマトリクス型組織による 

きめ細かな営業：情報処理能力の強化 
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投資信託の窓口販売 

生命・損害保険の窓口販売 
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顧客チャネルの 
多様化・効率化 

法人・個人等市場特化型営業 
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システム共同化運営 

銀行１行当たりのシステム運用 
負担の削減と専門能力の強化 

新規業務への参入による 
業務の多角化 

銀行と証券子会社の 

連携による 

ワンストップサービスの提供 

組織デザイン化戦略の目的 
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入や，⑥投資信託や生命・損害保険の窓口販売，

⑦信託業務の取り扱いを開始するとともに，組

織の水平的関係の強化を通じて情報処理能力の

強化を図り，⑧証券子会社の設立と銀証連携に

よる金融のワンストップサービスの提供に取り

組んできたことを明らかにした（表２）。

わが国の地方銀行は，情報通信技術を重要な

経営基盤とする装置産業であり，情報処理を通

じてその主な機能である金融仲介を果たす，国

民経済の基盤たる金融仲介機能や決裁機能を担

う社会基盤としてのインフラストラクチャーで

ある。それゆえ，金融システムの安定化等の観

点から，地方銀行の経営戦略や企業活動の根幹

である業務範囲そのものが金融当局主導による

業際規制緩和により決定されてきたのである。

したがって，組織内部の異なる利害を有する

人々の政治的行動やパワーに比べて，情報通信

技術や業際規制緩和などの外部の経営環境の方

が，地方銀行の経営に対してより大きな影響を

与えていることから，わが国の地方銀行の経営

環境と組織構造との間の適合関係を明らかにす

るうえで，組織の環境適応理論の Galbraithの

モデルが，わが国の地方銀行の経営の実態によ

り即した有効な分析ツールとなったものと考え

られる。

6．おわりに：結論と今後の研究課題

本稿では，情報通信技術および業際規制緩和

の進展を変化する経営環境として捉え，組織の

環境適応の理論的枠組みを用いてわが国の地方

銀行の経営戦略と組織再構築の取り組みについ

ての事例分析を行った。

その結果，地方銀行が自らの役割を果たし，

地域で生き残るため，経営環境の変化に伴い拡

大する不確実性に対処すべく，情報処理負荷の

削減と情報処理能力の強化を目的とした組織デ

ザイン化戦略に取り組んできたことを確認し

た。

長らく続く低金利環境下において異業種から

の参入も加えた競合の激化に伴い資金利鞘が持

続的に低下する中で，わが国の地方銀行が自ら

の役割を持続的に果たしていくためには，銀行

業務とのシナジー効果が期待される業態横断的

な多様なビジネスラインの拡充を通じて顧客満

足度の向上を図りつつグループ全体の収益力を

より一層強化することが必要になっている。

現行の銀行法においては持株会社の役割が

「経営管理とそれに付帯する業務」に限定され

ているなど銀行業務中心の枠組みとなってお

り，わが国の地方銀行グループにおいて，持株

会社傘下の銀行のみならず証券やカード，リー

ス子会社等も含めたグループ全体の総合的な収

益力強化に向けた取り組みが進みつつある実態

との一部乖離が認められるのが現状である。

このような銀行を取り巻く経営環境の変化を

受けて，2015 年５月，金融審議会の諮問によ

り「金融グループを巡る制度のあり方に関する

ワーキング・グループ」が発足され，内外の経

営環境の変化に対応すべく柔軟な業務展開が可

能となるよう金融グループの業務範囲や経営管

理のあり方，持株会社の役割などについて，制

度改革を視野に入れた検討が行われたところで

ある（金融審議会，2015）。

今後，高度な経営管理能力や盤石な経営体力

を有する地方銀行は，持株会社を設立したうえ

で，①グループ経営全体の方針やグループ各社

の収益目標，リスク許容度，資本政策の策定し，

②それらの経営管理を実施することに加えて，

③子会社間で共通するバックオフィス業務など

従来グループ内の子会社毎に重複的に行われて

いた業務を持株会社に集約することによって，

より一層のグループ全体の経営の効率化や収益

力の向上を図ることが予想される。

一方で，グローバルに業務展開を行う金融グ

ループの破綻処理手法に関する近年の議論にお

いて，システム上重要な銀行グループ（G-SIBs）

を対象とした秩序立った破綻処理を確保する枠

組みである「TLAC」において，持株会社が破

たん時の損失吸収力を備えた資本または適格負

債を発行することが求められており 11，万が一
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の場合は持株会社の所在国の監督当局が持株会

社に対する処理権限を通じて金融グループを一

体的に処理する「SPE」の考え方が主流になっ

ている12。

これらの２つの仕組みを機能させるためには

持株会社の組織構造が必要となるため，わが国

の地方銀行グループにおいても，国際業務を積

極的に展開する金融グループは，業務範囲の拡

大やグローバルな業務展開の進展に伴い金融シ

ステムへの影響が相応に見込まれる場合には，

以上のような国際的金融規制の潮流の下，持株

会社方式が経営の選択肢としてその重要性を増

すことが想定される。

地方銀行グループの持株会社方式による運営

は，上位部門の持株会社組織に権限を集中して

司令塔としてグループ全体を一体的かつ集権的

に経営管理を行うことで，グループ各社の活動

についての相互調整をうまく行うことができる

メリットが期待される一方で，肥大化した組織

内部での社内政治による資源調達が資源配分の

非効率性をもたらす原因になりかねない。

持株会社方式のようなマルチ・ユニット型の

組織は，持株会社傘下の各子会社に共通する経

営資源の調達を職員が自身の所属部門に有利に

進めるための社内政治によるインフルエンス活

動を活発化させて（Milgrom & Roberts,

1992），純粋の市場原理から乖離した歪みや非

効率性を生み出してしまう可能性が存在する

（Sharfstein & Stein, 2000）。

したがって，業際規制緩和に伴う業務範囲の

拡大や組織の肥大化に伴う非効率性の問題を抑

制するためのグループ・ガバナンス構造のあり

方について研究することが今後の課題である。

また，近年の FinTech の例にみられるよう

な急速な情報通信技術の発展は，金融取引の構

造的変化を促しており，異業種の参入とも相ま

って決済サービスの分野のみならず金融ビジネ

ス全般において，イノベーションを通じて新た

な商品・サービスの創造を誘発することが期待

されている。

情報通信技術や業際規制緩和が今後ますます

進展することが予想される中，わが国の地方銀

行は自らイノベーションを起こすことによって

環境に働きかけ，市場や新しい付加価値を創造

する戦略を実行することがより一層重要になる

ものと考えられる。そのような戦略の実行と持

続可能な新たなビジネスモデルの構築を可能と

する環境創造型の組織構造のあり方を探ること

が，もう一つの今後の研究課題である。
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注
１ 金融（Finance）と技術（Technology）を組み合
わせた造語で，金融と情報通信技術の融合を通じ
てイノベーションを目指すベンチャー企業のこと
をいう。近年のブロックチェーンなどの新しい情
報技術の登場は，将来的に金融機関のビジネスモ
デルを根本的に革新させる可能性があることが指
摘されている。

２ わが国は現在，①未来投資による生産性革命の実
現と，②ローカル・アベノミクスの推進を車の両
輪とする『日本再興戦略』に取り組んでおり，地
域金融機関においても地域経済を支える中堅・中
小企業等の収益力向上や事業再編等の積極的な経
営支援を通じて「稼ぐ力の強化」や「生産性の向
上」，「円滑な新陳代謝の促進」を図り，地方創生
に貢献していくことが期待されている（内閣官房
日本経済再生総合事務局，2015）。

３ 金融庁は，平成 15～ 16年度の「リレーションシ
ップバンキングの機能強化に関するアクションプ
ログラム」に続き，平成 17～ 18年度の取り組み
については「地域密着型金融の機能強化の推進に
関するアクションプログラム（平成 17 ～ 18 年
度）」と表現するなど，リレーションシップバン
キングを「間柄重視の地域密着型金融」と呼んで
いる（村本，2005）。したがって，本稿ではリレ
ーションシップバンキングと地域密着型金融を同
義として取り扱う。

４ Barnard（1938）は，ある行為が環境の変化に対
応してある特定の望ましい組織目標を達成した場
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合，その行為を｢有効的｣であるとし，また目的の
動機を満たし組織に対する貢献者の協働意欲を引
き出す場合，その行為を｢能率的｣であるとしたう
えで，組織が長期的に存続し続けるためには，
｢有効性｣と｢能率｣の２つの要件が必要であること
を指摘した。

５ Bertalanffy（1968）によれば，オープンシステム
とは，元来，外部環境からエネルギーや情報をイ
ンプットしてそれを内部で転換した後，アウトプ
ットを通じて環境に影響を与えるといった，生物
を説明する概念である。この概念は，環境が変化
すれば，その存続を維持するため，内部構造や過
程を環境に適応させるといった環境とシステムと
の間のインタラクティブな関係を重視する。

６ このような点で，彼がいう情報処理とは，人々が
課業の遂行に必要な道具や技法，知識を活用しな
がら組織目標のために必要な情報量と現実に組織
が保有している情報量との格差としての組織目標
達成にとっての不確実性に対処することをいう。

７ 分析対象全期間中において東京証券取引所一部に
上場していない，みちのく銀行，東北銀行，荘内
銀行，富山銀行，三重銀行，但馬銀行，鳥取銀行，
筑邦銀行，および合併を行った，北都銀行，筑波
銀行，近畿大阪銀行，池田泉州銀行，さらに新設
の北九州銀行の計 13行を分析対象外とした。

８ 当時，実践的な金融自由化の観点から規制や制度
の見直しの必要性について提唱していた蝋山は，
日本版ビッグバンの青写真の作成に参加した当時
の各審議会の問題意識についてふれ，金融制度調
査会の問題意識が「規制緩和を通じて規模の経済
や範囲の経済を追求し，金融機関を強化すること
であった」と論じている。

９ 広田・筒井（1992）はわが国の銀行の資金仲介に
おける①貸し出し，②預金，③有価証券投資の３
つの業務を取り上げて，それらの間に範囲の経済
が存在するかについて検証し，兼業することによ
って，費用節約のみならず収益増加といった形で
も利益をもたらすことを指摘している。

10 横浜銀行は，新形態の個人向けの機能特化型店舗
として，100平方メートル規模で，人員４～６人
程度の｢ミニ店舗｣を 2001 年より設置し，投資型
商品の資産運用サポートを充実させている。

11 Financial Stability Board (2015)「Principles on
Loss-absorbing and Recapitalisation Capacity of
G-SIBs in Resolution（グローバルなシステム上重
要な銀行の破綻時の損失吸収及び資本再構築に係
る原則）」および Financial Stability Board (2014)
「Adequacy of Loss-Absorbing Capacity of Global
Systemically Important Banks in Resolution（グ
ローバルなシステム上重要な銀行の破綻時の損失

吸収力の充実（市中協議文書））」を参照。
12 単一の破綻処理当局が金融グループの頂点に位置
する持株会社等に対してのみ破綻処理の権限を適
用するアプローチのことで，G-SIBs の多くの母
国当局が SPE（Single Point of Entry）を現時点
での望ましい破綻処理アプローチであると位置づ
けている（Financial Stability Board (2014 )
「Towards Full Implementation of the FSB Key
Attributes of Effective Resolution Regimes for
Financial Institutions（「『金融機関の実効的な破
綻処理の枠組みの主要な特性』の完全な実施に向
けて」）」）。
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